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太陽光発電の重要性

1954年にアメリカでシリコン太陽電

池が発明されて以来，50年を迎えよう

としています．この間に太陽光発電を

取り巻く状況が大きく変化しています．

当初は人工衛星に搭載され世の中の注

目を集めました．NTTファシリティー

ズにおいては，前身の電電公社時代に

マイクロ波無人中継局に導入されたの

が始めでした．これらは商用電力の及

ばない離島や遠隔地の通信システムの

電源として採用されました．

ところが，第一次オイルショックを契

機として太陽電池はエネルギーセキュ

リティの観点からサンシャイン計画＊の

一環として導入が進められました．

1980年代からは地球温暖化防止の観

点から，1994年には新エネルギー導入

大綱の策定により積極的な施策が進め

られてきました．

このように，太陽光発電は発明から

わずか50年でその目的が大きく変化し

てきました．そして昨年６月には新エ

ネルギー産業ビジョンが経済産業省資

源エネルギー庁により提起され，自立

した持続可能な新エネルギーとしてま

すます期待が大きくなっています．

一方，2003年度の太陽電池の世界

における生産量は約744 MW，そのう

ちの日本の生産量は約364 MWと実

に世界中の生産量の約50％を占めて

いる世界最大の太陽電池生産国です．

また国内の導入量も2003年度までに

累計で637 MWと世界最大で，第二

位のドイツの２倍以上です．しかしなが

ら，我が国の導入量の80％以上は住

宅用の小規模システムが占めています．

今後，地球温暖化防止により貢献

するためには発電規模がMW以上の

大規模システムの積極的な導入が急務

です．

大規模太陽光発電の動向

我が国の太陽光発電システムは前述

のとおり住宅用を中心に発展してきま

した．一方，大規模システムはNEDO

（独立行政法人新エネルギー・産業技

術総合開発機構）のフィールドテスト

事業を中心に進められていますが，経

済性の点から100 kW以上のシステム

は過去10年間で30システム程度です．

しかしながら，近年は各自治体の環境

意識の高まりと相まって，浄水場など

に１MW以上のシステムが導入されつ

つあります．またNTTでは1997年に

中央研修センタ（現NTT東日本研修

センタ）に発電規模555 kWのシステ

ムを導入しています．

一方，国外においては住宅用の導

入もさることながら，大規模システム

の導入が進んでおり，発電規模１MW

以上の設備がドイツ，アメリカを中心

に30システム以上が導入されています．

最大規模のシステムはドイツで５MW

という巨大システムが稼動しています．

この傾向はますます加速しており，こ

のままでは近い将来，太陽光発電シス

テム導入量でも欧米に先んじられる懸

念があります．これは，太陽光発電に

対する支援・法制面で日本とは方針・

制度が大きく異なり充実してきたから

です．

しかしながら，我が国においても今

後の大規模発電システムの導入が地球

環境保全に多大な効果が期待できる

ことが認識されてきています．

今回，NTTファシリティーズはこの

大規模太陽光発電システムの可能性に

ついて環境省から委託調査を受けてい

大規模太陽光発電への期待

近年，地球環境保護の重要性の高まりとともに太陽光発電への期待が大き
くなっていますが，導入量の大半は住宅用の小規模設備であり，今後，一層
温暖化防止に貢献するためには大規模な発電システムの導入が必要です．こ
こでは大規模システムを導入した場合の効果，課題について紹介します．
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NTTファシリティーズ

＊サンシャイン計画：エネルギー問題の解決とエ
ネルギー多消費社会の中で深刻化した環境問題
の解決を図るため，1974年７月に発足した我
が国最初の長期的・総合的な技術開発計画．
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ます．また地球環境保護の将来を左右

する気候変動枠組み条約の京都議定

書にロシアが批准したことにより，本

年２月16日よりこの議定書が発効さ

れることになりました．このことは太

陽光発電への期待が今後さらに大きな

ものとなることを意味します．

大規模太陽光発電システムの概要

今回の大規模太陽光発電システム

は単に構築するのではなく，発電事業

の可能性についても検討しています．

その場合の発電規模は１MW以上を

基本にしています．その基本システム構

成を図１に示します．発電規模１MW

と想定した場合に必要な設置面積は

平地換算で１万5 000m2を必要としま

す．また太陽電池の直流出力を交流

に変換し商用電源と連系する系統連

系インバータも複数台で構成されます．

安定化設備は急激な日照変化によっ

て太陽電池からの出力が急変した場合

に商用系統への過渡変動を抑制する

ために設けるもので，主に蓄電池など

で構成されています．また負荷が最大

電力を必要とするときに電力を供給す

る出力制御に活用することも検討して

います．

課題の解決のために

従来，太陽光で得られる電力は設

置者自身が利用する，つまり自家消費

が基本で，自家消費で余った余剰電

力を電力会社に売電する方法が一般

的でした．

今回は発電した電力を全量売電す

ることを基本として，発電事業の可能

性について検討しています．その場合

の具体的な評価項目を表に示します．

太陽光発電の最大の課題は発電コス

トの低減による経済性と発電事業とし

てのシステムの信頼性であることから，

表に示したように事業性と技術性の両

面から評価を進めています．ただし，

個々の項目についてはそれぞれ独立し

た内容ではなく密接に関係しているた

め，最終的には総合的に解析・評価

を行います．

同じ自然エネルギーを用いた発電方

法でも風力発電は風況の適正な場所

を選定し，大規模な風力発電機を設

置することにより，スケールメリットを

生かし事業として成り立つ要因があり

ます．ところが太陽光発電では，場所

を選ばず日照が得られさえすれば発

電が可能ですが，日本国内では北海

道から沖縄までをエリアとした場合，

１m2当りのエネルギー量は平均１kW

程度であり，また発電に寄与できる発

電時間も年間1 000時間から1 400時

間くらいです．太陽電池の発電効率

は最高のものでセル当り18％，それを

モジュール（パネル）にして，さらに

アレイ（モジュールを組み合わせて架

台に設置）にして変換装置を組み入

れシステムとすると，配線の損失など

も加わり出力効率は10％強程度にな

ります．

このことから，単位面積当りの発電

量はおのずから判断でき，現状のシス
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表　具体的な評価項目

項　目

内　容

事業性評価 技術開発要素評価

・事業形態の検討

・公的支援の枠組みの検討

・投資効果の試算

・関連法・制度の調査

・海外事例調査および
研究会の実施

・設置候補地の調査

・電力会社との協議

・分散設置した場合の商用系統との安定性，
保護協調の解析

・分散設置数と安定性，経済的コストの解析

・高調波要因の解析

・天候急変時の最適動作の解析

・分散電源の最適制御と天気予報を利用した翌日
および数時間先の発電予測の解析

・システムの雷害対策，電磁波の影響の解析

・LCA要素を取り入れた環境貢献度の解析

・システム寿命要因の解析
LCA: Life Cycle Assessment
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テム全体のコストから想定して経済的

には厳しいと思われます．したがって，

事業性の検討にあたっては，公的な支

援の枠組みが重要な要素を占めてきま

す．また発電事業を取り巻く電気事

業法などの法的な制約があり，事業化

を進めるためには太陽光発電事業のた

めの新たな法的支援の枠組みも必要に

なります．一方，技術性では商用系統

との信頼性のほかに，太陽電池の発電

効率やシステムの稼動率の向上といっ

た経済性を加味した技術開発要素も

加えて評価します．

大規模発電を実現するために

実際に発電事業を行うためには，前

述のとおり広大な敷地が必要となりま

す．これらの敷地を利用させていただ

くためには，自治体の絶大な協力が必

須の条件となります．このため，地域

新エネルギービジョン策定自治体を中

心に調査を実施しています．

候補地としては，自治体が保有する

公共建物の屋上を借りるか，自治体

が貸し出せる遊休土地および企業が所

有する未利用地などが挙げられます．

公共建物の屋上に設置したイメージを

図２に，遊休土地に設置したイメージ

を図３に示します．

一般的に経済性に関しては，システ

ムの分散数が少ないほうが有利です

が，大規模システムではかえってコス

ト増になることが想定されます．また

信頼性に関しては，システム故障時の

発電量確保などの理由から，分散型

システムの形態を採用することになり

ます．

公共建物の屋上などの設置スペース

に限りがある場合は，建物ごとに太

陽電池を分散設置して大規模システ

ムを構成します．遊休土地などで設

置スペースの制約を受けにくい場合は，

１MW以上の太陽電池を一カ所に集

中設置することが可能ですが，例えば

100 kW当りで太陽電池を分散して設

置する必要があります．

このように，システムの分散数と経

済性および信頼性の関係を明確にした

大規模システムの検討を行っています．

また太陽光発電事業だけで検討するこ

とが基本ですが，太陽光発電事業と

環境教育，観光事業などの複合事業

についても検討しています．

技術の活用

NTTファシリティーズがNTTグルー

プに導入した太陽光発電の実績を図４

に示します．NTTグループだけで112

システム，1.7 MW，一般のお客さま

の受注を合わせると，実に4.7 MWに

なります．システムの出力容量も100 W

程度の小さなものからNTT東日本研
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修センタの555 kWの大規模システム

までさまざまです．また昨年には独立行

政法人産業技術総合研究所の844 kW

を設計するなど多くの経験があります．

大規模発電事業を実現するために

は，これらのノウハウを十分に活用す

ることができます．

期待される効果

仮に太陽光発電の発電規模を１MW

と想定しますと年間の総発電量は

110万kWhの発電電力が期待できます．

地域により100万kWhから140万kWh

程度の差があります．また現在のパネ

ルの設置は角度固定ですが，太陽光

発電パネルの設置角度を月ごとに最適

角度に変更した場合，さらに15％以

上の発電量増の効果が期待できます．

これは一般家庭320世帯分の年間使

用電力に相当します．またCO2削減効

果は全電源対象で約420 t，火力発電

換算で760 tの効果が期待できます．

もし全電源換算で森林の炭酸ガス吸収

効果から推定すると，環境省の調査で

は自然林相当で102ヘクタールの面積

に相当し，環境保護に絶大な効果が

期待できます．

このように太陽光発電は環境貢献の

観点からは大変な効果が期待できま

す．設置場所も風力発電のように場所

の制約に加え騒音や羽に衝突する野鳥

保護の問題も生じない環境に優しい発

電システムといえます．

21世紀の将来

21世紀は環境の世紀といわれてい

ます．我が国の新エネルギー導入大綱

では2010年までに4 820 MWの太陽

光発電システムの導入を見込んでいま

す．現状での導入量は637 MWです．

したがって，この計画を達成するため

には今後５年で今までの累計導入量

の実に7.5倍の導入を図る必要があり

ます．これは一見，大胆な計画に思え

ますが，経済の発展とともに増大する

エネルギーに対し，化石エネルギーの

枯渇が現実のものとなってきているほ

か，地球環境保護の必要性から達成

しなくてはいけない方策なのです．つ

まり現状では唯一無尽蔵に活用でき

る太陽エネルギーの有効利用が地球の

将来を左右するといっても過言ではな

いのです．

現状での太陽光発電は経済性を含め

て多くの課題が存在しますが，将来を

見据えた観点にたって太陽光発電事業

の実現に向けて検討を進めていきます．

図４　NTTグループにおける導入実績（2003年度末）�

NTTドコモ北海道（第２）：4 kW・NTTドコモ野牛山：10 kW

NTTドコモ池北峠：５ kW

NTTドコモ石北峠：５ kW
NTTドコモ根北峠：５ kW
NTTドコモ生花：5 kW
NTT釧路黒金：50 kW
NTTドコモ長野：0.4 kW

NTTドコモ東北：30 kW

NTTドコモ山梨：0.4 kW

NTTドコモ高根長沢：6 kW

NTT群馬支店：15 kW

NTTドコモ権兵衛峠：0.2 kW

NTTドコモ柏倉：0.2 kW
NTTドコモ水戸：0.4 kW
NTT武蔵野R&D：30 kW

NTTドコモ代々木：10 kW・NTTドコモ墨田：8 kW
NTT市川中山：50 kW

NTT東日本研修センタ：555 kW
NTTドコモ千葉：0.2 kW

横浜メディアタワー：20 kW
NTT戸塚：10 kW

NTTドコモYRP：22 kW

NTT兵太夫：10 kW　NTTドコモ川崎ビル：20 kW

NTT南熱海：10 kW
NTT島田：10 kW

NTT瀬戸・天白・桜橋：0.2 kW×3
NTT前芝・川田・東刈谷（２）・猿投：1 kW×5
NTT矢田：10 kW・NTT名古屋支店：0.5 kW
NTT音貝・本地・落合・深溝・生路・名古屋：1 kW×6
NTT西日本研修センタ（鈴鹿）：107 kW

NTT土佐堀：20 kW

NTT大阪東：10 kW

NTTドコモ大阪第一：40 kW・第二：50 kW

NTT富山東田地方：10 kW
NTT松本村井：15 kW
NTT京阪奈：6 kW

NTT深草：20 kW
NTT伏見：15 kW

NTTドコモ京都：20 kW
NTTドコモ島根：4 kW
NTTマリントーク瀬戸内：10 kW
NTTドコモ中国大手町：5 kW
NTT宮島口：10 kW
NTTドコモ新福岡：10 kW

NTT金沢鳴和：10 kW

NTT川岸：20 kW

NTTドコモ新潟：0.2 kW

NTTドコモ山形：2 kW
NTT秋田大潟村：10 kW
NTTドコモ秋田：2 kW

NTT博多支店：10 kW
NTT大分金池：20 kW
NTTドコモ大分：20 kW
NTTドコモ天瀬出口：10 kW
NTTドコモ沖ノ島：10 kW
NTTドコモ山口：3 kW
NTT長崎支店：30 kW
NTTドコモ栖本河内：6 kW
NTT宮崎支店：30 kW
NTT堀江：10 kW
NTT愛媛支店：20 kW
NTT鴨池：15 kW
NTTドコモ野村白髭：9 kW
NTTドコモ柳谷：6 kW
NTT砥部：10 kW
NTTドコモ大野ヶ原：5 kW
NTTドコモ仲南馬背：0.1 kW
NTTドコモ高松：５ kW
NTTドコモ徳島：10 kW
NTTドコモ貞光猿飼：0.1 kW

NTT西日本研修センタ：20 kW
NTT水ヶ平無線中継所：6 kW
NTT三重支店（２）：2 kW・NTT一身田：0.5 kWNTT久米島：20 kW

NTT城間：20 kW

太陽光112システム�
1 714 kWの導入実績�

NTT川越仲町：10 kW
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地球温暖化防止対策の進展に対応するた
め，太陽光発電を主とした新エネルギーと
省エネルギーに関する新たな環境エネルギー
事業・商品の開発を進めていきたいと思い
ます．

◆問い合わせ先
NTTファシリティーズ
エネルギー事業本部　技術部
TEL 03-5444-2596
FAX 03-5444-0517
E-mail tanaka3s@ntt-f.co.jp


